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序　　　　　文

インドネシア共和国では、民主化に向けた改革の一環として、2000 年 8 月、警察軍が国軍から分

離され、大統領直轄の国家警察へと移行しました。分離後の国家警察（INP）は、国内で多発する

犯罪に対応して市民の安全を確保し、市民に信頼される市民警察に向けてさまざまな改革に取り組

んでいます。

我が国は、インドネシア政府の要望に応え、2002 年より「国家警察改革支援プログラム」を実施

していますが、同プログラムの一つとして 2002 年 8 月から 2007 年 7 月までの 5 年間、ジャカルタ

に隣接するブカシ市・県を所管する旧ブカシ警察署（現メトロ・ブカシ署）を拠点とし、組織運営

（交番活動）、現場鑑識、通信指令といった分野を対象とする人材育成支援を主体とする協力として

「市民警察活動促進プロジェクト（フェーズ 1）」を実施しました。

インドネシア政府は、フェーズ 1 の知見や経験を基に、市民警察活動のモデル確立をめざす技術

協力プロジェクトの実施について我が国に要請し、これを受けて JICA は、「市民警察活動促進プロ

ジェクト（フェーズ 2）」を 2007 年 8 月 1 日から 5 年間の予定で開始しました。フェーズ 2 においては、

両ブカシ警察署（メトロ・ブカシ署及びブカシ県署）を市民警察活動推進における「モデル警察署」

とすべく、両ブカシ警察署の市民警察としての能力向上を図るとともに、その経験や成功事例を整

理し、全国に展開・普及するための研修体制の整備・改善を進めています。

今般、本プロジェクトの協力期間終了を控え、プロジェクト活動実績の整理・確認を行うととも

に今後の協力を行ううえでの教訓・提言を取りまとめることを目的とし、終了時評価調査を実施し

た。

本報告書は、同調査団による協議結果及び評価結果を取りまとめたものであり、今後の協力実施

にあたって広く関係者に活用されることを願うものです。

おわりに、これまでプロジェクトにご協力いただいた内外の関係者各位に対し、心より感謝申し

上げます。

平成 24 年 5 月

独立行政法人国際協力機構

産業開発・公共政策部長　桑島　京子
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１－１　協力の背景と概要

インドネシアの治安維持は、これまで 30 年余りにわたって国軍が担ってきたが、2000 年 8 月

の国民協議会の決定により、警察軍が国軍から分離独立し、大統領直轄の国家警察へと移行した。

分離独立後の国家警察にとって、国内治安を維持するとともに国内で多発する一般犯罪に対応し

て市民の安全を確保し、市民に信頼される市民警察としてのサービスを提供することが大きな課

題となっている。

インドネシア国家警察からの市民警察活動導入に関する協力要請に対し、我が国は 2002 年より、

「インドネシア国家警察改革支援プログラム」（以下、「プログラム」と記す）により、国家警察長

官アドバイザー等の個別専門家派遣、現地国内研修、本邦研修等、複数の投入を通じて協力を実

施してきている。

プログラムの中核的な協力コンポーネントとして、2002 年 8 月から 5 年間の協力で、旧ブカシ

警察署（現メトロ・ブカシ警察署）1 を拠点とし、組織運営（交番活動）、現場鑑識、通信指令といっ

た分野を対象とする「市民警察活動促進プロジェクト」（以下、「フェーズ 1」と記す）を実施した。

フェーズ 1 における成果としては、現場レベルでの市民警察活動の拠点として、インドネシア版

交番（BKPM）が設置されたことや、現場鑑識においては専門家からの実地訓練や本邦研修等を

通じ、鑑識係員の技術能力向上が進んだことなどが挙げられる。

フェーズ１の成果を踏まえ、ブカシ警察署を市民警察のモデルとして確立させ、インドネシア

全土にその成果を普及させていくことをめざした「市民警察活動促進プロジェクト（フェーズ 2）」
の実施について、インドネシア政府が我が国に対して要請したものである。

１－２　協力内容

ブカシ警察署（メトロ・ブカシ警察署及びブカシ県警察署）を市民警察活動推進における「モ

１．案件の概要

国名：インドネシア共和国 案件名：市民警察活動促進プロジェクト（フェーズ 2）

分野：行政一般 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：産業開発・公共政策部ガバナ

ンスグループ法・司法課
協力金額（評価時点）：約 5.8 億円

協力期間

（R/D）: 2007 年 7 月 31 日

2007 年 8 月 1 日 ～ 2012 年 7
月 31 日（5 年間）

先方関係機関：インドネシア国家警察

（延長）： 日本側協力機関：警察庁

（F/U）： 他の関連協：

（E/N）（無償） ・ 技術協力プロジェクト「市民警察活動促進プロジェ

クト」

・無償資金協力「市民警察化支援計画」

・無償資金協力「国家警察組織能力強化計画」

評価調査結果要約表

1
　2004 年 10 月、旧ブカシ警察署は、メトロ・ブカシ警察署及びブカシ県警察署に分割された。文 章中の「ブカシ警察署（もし
くは、ブカシ署）」とは、メトロ・ブカシ警察署とブカシ県警察署の両方を指す。
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３－１　実績の確認

（１）成果

＜成果１＞

成果１はほぼ達成された。

本署幹部及び分署長を対象としたワークショップの実施や、業務管理システム（インドネ

シア版市民警察活動（POLMAS）担当官等による現場の問題点や具体例を分署等幹部に報告

デル警察署」に強化すべく、ブカシ警察署の能力向上を図るとともにその経験や成功事例を抽出し、

全国に普及・展開するための研修体制の整備・改善を進める。

（１）上位目標

インドネシア各地の警察署と警察署員によりそれぞれの地域特性に応じた適切な市民警察

活動が展開されるための実効力のある仕組み・体制が確立する。

（２）プロジェクト目標

「モデル警察署」であるブカシ警察署において、市民からの基本的信頼が得られるための「市

民警察活動」が強化される。

（３）成果

１）ブカシ警察署幹部の業務管理能力が向上する。

２）ブカシ警察署において、市民警察化に向けた現場での警察活動の機能が改善される。

３）地域住民や地方行政機関との良好な関係（パートナーシップ）が構築される。

４）プログラム内の連携を図り、市民警察化に向けた警察活動に関連した研修体制が整備・

改善される。

（４）投入（評価時点）

日本側：総投入額 5.8 億円

長期専門家派遣 14 名

短期専門家派遣 21 名

研修員受入れ 82 名

機材供与 約 58,475 千円

ローカルコスト負担 約 59,515 千円

相手国側

カウンターパート配置 21 名

土地・施設提供

その他（光熱費等）

２．評価調査団の概要

調査者

総括　　 中川　寛章 JICA 客員専門員

警察協力 星野　吉宏 警察庁長官官房国際課・課長補佐

評価企画 天池　麻由美 JICA 産業開発・公共政策部法・司法課主任調査役

調査期間 2012 年 1 月 23 日〜 2 月 17 日 評価種類：終了時評価

３．評価結果の概要
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し、当該幹部は上部機関に報告する仕組み）の導入により、幹部による業務管理能力が向上

した。

成果１の指標として、ブカシ署における市民警察活動に向けた各種取り組みの実施、及び

適切な人員配置が挙げられており、ブカシ署における市民警察活動に向けた各種取り組みに

ついては前述のワークショップ実施や業務管理システムに加えて、地域社会や地方行政機関

と一体となった市民警察活動が実施された。適切な人員配置に関し、BKPM の人員配置につ

いては、当初一律 15 名（三交代 24 時間勤務体制）で開始したが、その後のブカシ署全体の

業務量や地域の実情に応じて調整（減員）されているものが多い。

＜成果２＞

達成した。

現場鑑識や BKPM 活動を中心に、警察機能が改善されてきている。成果２の指標として、

現場鑑識臨場数や対照可能な指紋採取件数の増加、鑑識係員による高度な現場鑑識技術の習

得・活用、現場における巡回連絡活動や相談受理等の実施、及びブカシ署における教育訓練

の実施回数が挙げられており、いずれの指標も満たしている。現場鑑識では、現場鑑識臨場

数や対象可能な指紋採取件数について増加しているほか、鑑識分野の延べ 1,064 名に対する

教養実績や鑑識技術検定合格者数の増加から技術力の向上が認められる。BKPM 活動では、

本プロジェクトが開発した教材を活用して OJT が実施され、業務管理システムによって現場

の実情や活動状況、問題点が分署、本署で共有されつつあり、部署間の報告連絡体制にも役立っ

ている。このような活動を通じて、BKPM 勤務員の自発的な行動も促進されつつあり、また

地域住民と BKPM 勤務員との関係構築にもつながり、住民から BKPM 勤務員への直接電話

通報によって犯人を現行犯逮捕するといった好事例が複数報告されるようになった。

＜成果３＞

おおむね達成した。

指標では、広報・啓発活動の実施回数や、地域住民や地方行政機関が参加するセミナー等

の実施回数の増加が挙げられており、計 1,521 回に上る警察・市民パートナーシップフォー

ラム（FKPM）会合の開催、地方行政機関や住民を交えたローカルセミナーの開催、機関誌

による広報活動、自警組織等と連携した地域防犯活動等、地域住民との関係構築に向けた多

様な取り組みが実施されている。警察における住民からの相談受理件数が、111 件（2008 年）

から 425 件（2011 年）に大きく増加していることからも、住民、警察官双方の理解が深まり

つつあると考えられる。

＜成果４＞

達成した。

プロジェクトが開発した市民警察活動に関するテキスト等を活用し、インドネシア版市

民警察活動（POLMAS）及び現場鑑識に関する国内研修が計 13 回実施され、POLMAS では

667 人、現場鑑識では 86 人の参加を得たほか、警察学校等での出張指導も行われている。研

修や出張教養では、カウンターパートが講師を務めており、また、警察分野の JICA 帰国研

修員で組織されるインドネシア警察サクラの会（ISI）や警察大学院大学に派遣中の個別専門

家「POLMAS 活動強化」等とも連携のうえ、研修が行われている。指標の一つとして、技術

指導者の活用度の増加が挙げられており、かつては日本人専門家のみに行われていた鑑識技

術指導について、プロジェクト期間中に実施された 187 件の実施件数のうち、79 件について
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はプロジェクトが認定したインストラクター級の警察官が活用されている。もう一つの指標

として、研修参加者による研修内容への高い評価が挙げられているが、研修参加者は、研修

内容に対し、おしなべて高い評価をしている。初任科学校での POLMAS 研修では、参加者の

9 割が研修を通じて POLMAS 活動を理解できるようになったと回答した。

（２）プロジェクト目標の達成度

本プロジェクトでは、一貫して地域社会と警察とのかかわりを重点としてきており、プロ

ジェクトでの各種活動を通じて、市民警察活動が地域に受け入れられ、徐々に市民の信頼を

得られるようになってきた。一方、ブカシ警察署員においては、社会は市民が主役であるといっ

た市民中心の考え方への変化がみられることが、意識調査の結果から確認されている。

プロジェクトの成果 1 から 4 の達成状況や、ブカシ警察署の活動に対する市民からの一定

の評価がなされている状況にかんがみて、ブカシ警察署の市民警察活動は強化されたと判断

でき、本プロジェクト目標は達成できる見込みである。

３－２　評価結果の要約

（１）妥当性：高い

本プロジェクトは、国家警察が政策として掲げる「国家警察基本戦略」ならびに「POLMAS
政策」に沿って市民警察のあり方を実践するものである。また、インドネシア政府の国家開

発中期計画（2010-2014）における優先分野の一つに「安全・平和・統一の実現」が挙げられ

ている。さらに、我が国の対インドネシア協力における援助の三本の柱のうち、本件は「民

主的で公正な社会造り」の中の援助重点分野「ガバナンス」に位置づけられることから、我

が国援助方針との整合性も認められる。

また、本プロジェクトはブカシ署を対象に、警察署長から現場勤務員にいたる各レベルで

の能力強化と組織としての機能強化に取り組み、市民警察活動に関する具体的な姿（モデル）

を体現することによって、幅広い人材育成に活かしていくアプローチをとっている。警察署

幹部及び現場警察官の POLMAS 活動に対する知識と実践に関するニーズは大きく、アプロー

チの妥当性も認められる。

（２）有効性：高い

計画されていた 4 つの成果がおおむね達成され、プロジェクト目標の達成に貢献している。

本プロジェクトの実施を通じて、ブカシ警察署における警察活動の機能が強化され、警察官

の意識向上も図られている。また、巡回連絡等を通じた地域住民へのアプローチや地域住民

や団体との会合開催を通じて、警察に対する市民からの信頼についても一定の評価がなされ

ている。

（３）効率性：高い

プロジェクトの投入は計画どおり行われ、総じて質・量ともに適切であり、成果の発現に

寄与した。また、カウンターパートをはじめ、BKPM 勤務員、FKPM 関係者等を国内研修等

の人的リソースとして活用しているほか、ISI や技術協力プロジェクト「バリ島、安心なまち

づくりプロジェクト」等のプログラム内での連携も図られており、全体としてプロジェクト

の効果発現に貢献している。
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（４）インパクト：中・高程度

プロジェクトの実施により、以下の正のインパクトが認められており、上位目標の達成に

向けた仕組みや制度の整備が進められている。

１）BKPM マニュアルがジャカルタ警視庁に採用され、警視総監名でジャカルタ警視庁管内

の関係部署に通達が出された。

２）ISI のイニシアティブにより、パダンとスマトラに BKPM が建設された。また、プロジェ

クトやプログラムの成果を普及させるためのセミナーも ISI により開催されている。

３）国家警察本部により、JICA 専門家が POLMAS 分野のコンサルタントとして指名され、

教育訓練プログラムや教育総局傘下の全機関に対し、助言指導する権限が与えられた。

４）国家警察本部が、国としての鑑定技能検定制度に向けて動き出した。

５）国家警察本部が、１村１警察官政策を各州警察本部に指示した。

なお、負のインパクトについては特になし。

（５）持続性：中程度

１）政策・制度面

インドネシア国家警察は「国家警察基本戦略」ならびに「POLMAS 政策」によってイン

ドネシア版市民警察活動である POLMAS の推進を掲げており、政策面での持続性が期待で

きる。

２）組織・財政面

市民警察活動に関する知識、技術、経験は、ブカシ署幹部や現場警察官のなかに根付い

ており、活動の継続への意欲も示されていることから、ブカシ署における持続性は一定程

度見込める。しかしながら、ブカシでの活動が継続し、他の警察署や警察官育成のモデル

として持続し続けるためには、国家警察本部による組織的な対応が必要である。プロジェ

クトが導入したブカシでの活動、手法、制度が、国家警察本部によって本来業務として位

置づけられ、国の制度として認められる、あるいは政策にフィードバックされることによっ

てブカシの自立性が高まり、同時に、全国展開への基盤が強化されるものと思われる。

３）技術面等

上記２）に記載のとおり、ブカシ署幹部や現場警察官の中に知識、技術、経験は根付い

ていることから、今後の持続性が期待できる。

３－３　効果発現に貢献した要因

（１）計画内容に関すること

プロジェクト期間を通じて OJT を重視し、現場で実践可能な技術移転が図られるように投

入や活動が計画された。

（２）実施プロセスに関すること

プロジェクト実施においては、フェーズ１での経験や育成された人材が効果的・効率的に

活用された。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

（１）計画内容に関すること

上位目標とされている市民警察活動の各地への展開については、1 警察署であるブカシ警

察署から直接、全国に展開することは難しく、国家警察本部による組織的な対応が必要である。
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本プロジェクトではプログラム内の連携により、結果として、教育総局を通じて教育訓練分

野での全国展開が可能となったが、プロジェクト内の投入や活動において国家警察本部への

働きかけを含めることが望ましかったと考えられる。

（２）実施プロセスに関すること

特になし。

３－５　結　論

2 フェーズにわたるプロジェクトが取り組んできた市民警察活動の現場での強化、地域住民と

の信頼関係の構築という点で進捗がみられ、ブカシ署が他の警察官の研修の場としても機能して

いることから、ブカシ署における市民警察活動のモデルはほぼ完成したと判断できる。また、5
項目評価結果についてもおおむね高い。よって、本プロジェクトは、予定どおり終了する。

３－６　提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

プロジェクトの成果を、ブカシ署が自発的に発展させ、同時に全国レベルに発展させていくた

めには、一警察署の枠を越えた課題もあることから、次の項目の検討を国家警察本部に提言した。

（１）業務管理システムの組織的な導入

（２）鑑識技術検定の国家レベルでの制度化及びインセンティブとしての技術手当の創出

（３）プロジェクト作成のマニュアル、教材の公式採用 2

（４）ブカシ署の POLMAS 実践の場としての活用（教育総局等の研修プログラムへの組み入れ）

（５）モデルの普及展開に係る全国各地に配置されている ISI メンバーとの連携強化

３－７　 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄）

（１）現場と本部をつなぐメカニズムの構築

本プロジェクトでは、カウンターパートは国家警察本部ではなくブカシ署であり、施策を

担う国家警察本部へのフィードバックは、より大きな枠組みである「国家警察改革支援プロ

グラム」のなかで実施されることになっている。しかしながら、このようなメカニズムでは

現場と本部との間にタイムラグやギャップが生じやすいこともある。

プロジェクトによりモデル構築し、上位目標においてモデルの全国展開をめざす案件では、

実施上の課題や成果を中央レベル（本件の場合は国家警察本部）と共有できるメカニズムを

プロジェクトに組み込んでおいたほうが、より効果的と考えられる。

（２）政策支援としての位置づけ

本プロジェクトは、日本型の市民警察活動を基本にしてきたことから、一般に日本のプロ

ジェクトとしてのイメージが強い。フェーズ 2 では、既にインドネシア国家警察の方針とし

2
　教育総局とは教育訓練、国内研修を通じて全国展開への協力関係が築かれつつあり、BKPM/POLPOS マニュアルも POLMAS 指
導要領として採用されている。
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て POLMAS が打ち出されていたことから、実際の活動内容は同じでも先方政府の政策（本件

では POLMAS 政策）を支援するものという位置づけを明確にしたほうが、先方のオーナーシッ

プを引き出すうえでも有効ではなかったかと考えられる。　

３－８　フォローアップ状況

本プロジェクトの後継案件（市民警察活動の全国展開に係る人材育成）の実施について、イン

ドネシア政府から我が国に対し要請している。
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

本終了時評価調査は、インドネシア国家警察（Indonesian National Police：INP）及びブカシ警察

署 1を実施機関として、2007年8月1日から5年間の予定で開始された｢市民警察活動促進プロジェ

クト（フェーズ 2）｣ の協力期間終了をおよそ半年後に控え、プロジェクトの実績を検証し、評

価 5 項目の観点から評価するとともに、今後に向けた提言、教訓を抽出することを目的として実

施した。

本終了時評価調査の調査方針は以下のとおりである。

（１）R/D 及び現行 PDM（中間レビューの際に改訂）に基づき、これまでのプロジェクト活動

の進捗状況、実績、プロセス、目標達成見込みを整理及び確認する。

（２）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性の見込み）の観点から評価を

行う。

（３）進捗状況、達成度を踏まえ、協力期間終了までに対応すべき事項を確認のうえ、具体的対

応策、スケジュールについて協議し、合意する。

（４）上記協議結果、及び今後対応すべき事項について、カウンターパート機関と協議し、合意

する。合意内容をミニッツ（英文）に取りまとめ、カウンターパート機関と署名する。

（５）今後の警察分野に係る教訓・提言等を導き出し、評価結果を含め、終了時評価報告書（和

文）に取りまとめる。

１－２　調査団の構成と調査期間

１－２－１　調査団の構成

本終了時評価調査団は、以下により構成された。

担当業務 氏　名 所　属

総括 中川　寛章 JICA 客員専門員

警察協力 星野　吉宏 警察庁長官官房国際課 課長補佐

評価企画 天池　麻由美 JICA 産業開発・公共政策部法司法課 主任調査役

１－２－２　調査日程

調査期間：2012 年 1 月 23 日（月）～ 2 月 17 日（金）

詳細日程は付属資料 1 参照。

1
　 ブカシ警察署は、2004 年 10 月に「メトロ・ブカシ署」と「ブカシ県警察署」に分割された。本報告書で「ブカシ警察署（もしくは、

ブカシ署）」と記載した場合には、この両署を指す。
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１－２－３　主要面談者

付属資料 2 参照。

１－３　プロジェクトの経緯と概要

スハルト体制崩壊後の一連の改革のなかで、警察分野は国家の民主化を示すうえで極めて重

要な位置を占めるものであり、インドネシア政府はその基本方針をコミュニティ・ポリシング

（Community Policing2）においた。Community Policing の在り方や具体的な活動については、我が

国をはじめとして欧米ドナーや国際移住機関（International Organization for Migration：IOM）に協

力 3 を求め、インドネシア版市民警察活動としての“POLMAS（Perpolisian Masyarakat（Community 
Policing by the Indonesian Police）”を取りまとめ、2005 年には同政策を全国に通達している。

POLMAS は地域社会とのパートナーシップを構築し、地域社会での社会的問題解決を進めて

いくことを基本にしており、国家警察にとっては画期的な改革指針であった。政策としての

POLMAS を概念や理論だけではなく、実務や活動レベルで実践し、体得していくための方法論

として、我が国がもつ交番制度はまさに優良モデルであった。

2002 年 8 月から開始された市民警察活動促進プロジェクト（フェーズ 1）は、西ジャワ州ブ

カシ県 4 をサイトに、同県を所管するブカシ警察署における組織運営の向上、現場鑑識、通信指

令の改善とこれらに関連した訓練プログラムの整備を成果目標とし、同署が市民警察活動のモ

デル足り得るよう機能強化に向けた取り組みが実施された。この過程でプロジェクトが導入し

た BKPM5 とこれを拠点にした活動により、警察に対する市民の考え方がプロジェクト対象地域

では徐々に好転してきたことが確認できている。他方、フェーズ 1 での活動は一定の成果をみた

ものの、いまだ他地域への普及モデルとしては不十分として、2007 年 8 月からフェーズ 2 に引

き継がれている。フェーズ 2 では、より現場に近い分署レベルでの活動に重点を置き、BKPM や

POLPOS 勤務員の市民警察活動を定着させるための工夫が実施された。また、現場を指導監督す

る分署長や本署の幹部が活動の実態を把握し、現場と一体となった業務管理を実践するための仕

組みづくりを行った。このような活動を通じて、現場勤務員から署長に至るまで市民警察活動を

理解し実践できるブカシ署の能力・機能強化をめざしてきた。

2
　法執行活動だけではなく、住民の参加、協力を求めつつ、住民と一体となった警察活動を行おうとするもの。

3
　 現在、INP に協力中のドナーは IOM、ニュージーランドであり、IOM は POLMAS 推進のためのセミナーや教育訓練のためのプ

ログラムを実施している。
4
　ブカシ県は面積約 148 万 4,000km²、人口約 497 万人。署員数 3,149 人（2011 年）

5
　Balai Kemitraan Polisi dan Masyarakat（警察と市民パートナーシップ・センターの意）。日本の交番を見本にした警察活動のため

の施設。
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第２章　プロジェクトの実績

２－１　投入実績

２－１－１　日本側の投入（いずれも詳細は付属資料 3 の Annex 1：Result Grid に記載）

（１）長期専門家の派遣

プロジェクトリーダー / 組織運営、サブリーダー / 現場警察活動（1）、現場警察活動（2）、
現場鑑識、業務調整の 5 分野 281 人月の長期専門家を派遣した。

（２）短期専門家の派遣

現場鑑識、通信指令、現場警察活動等に係る短期専門家 21 名、1,127 人日を派遣した。

（３）カウンターパート本邦研修

82 名のカウンターパート研修を実施した。

（４）現地国内研修

POLMAS を 9 回（667 名参加）、現場鑑識を 4 回（86 名参加）、合計 13 回 753 名を対象

に、ブカシ署における国内研修を実施した。

（５）機材供与

教育訓練関連機器、通信機器、BKPM など 58,474,000 円の機材を供与した。

（６）在外事業強化費

59,515,000 円の在外事業強化費を負担した。

２－１－２　相手国側の投入

（１）カウンターパートの配置

メトロ・ブカシ署長、ブカシ県署長以下 21 名のカウンターパートが配置されている。

（２）土地・建物・施設の提供

メトロ・ブカシ署及びブカシ県署ともに専門家執務室が提供されており、メトロ署には

講義室が併設されている。

（３）プロジェクト運営経費の負担

プロジェクトカウンターパートファンドとしての予算措置は特にないが、光熱水等の経

費はブカシ署の一般経費のなかで負担されている。
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２－２　成果の達成状況

各成果の達成状況は以下のとおりである。

成果１ ブカシ警察署幹部の業務管理能力が向上する

指　標
1-1 ブカシ署において、市民警察活動に向けた各種取り組みが実施される。

1-2 ブカシ署において、適切な人員配置が行われる。

本署幹部及び分署長を対象としたワークショップを通じて、BKPM/POLPOS（Pos Polisi：警察

官詰所）活動強化に向けての意識付けが行われている。プロジェクトでは、日々、市民と直接接

する POLMAS 担当官が分署幹部と面接のうえ、現場の問題点や具体例を分署長に報告し、さら

に本署にも結果報告するシステム（業務管理システム）を 2010 年 9 月からブカシ県署で、2011
年 8 月からメトロ・ブカシ署で導入している。これにより、分署長自らが業務への認識を深め、

POLMAS の実践状況を把握することにより、従来、分署レベルでの取り組みが不十分とされて

いた課題が改善されつつある。また、かかるプロセスを通じて好事例を抽出し、当該勤務員を表

彰したり、機関誌で紹介することにより、POLMAS 担当官のモティベーション向上にもつなげ

ている（付属資料 15 参照）。さらに、プロジェクトが導入した POLMAS 推進強化月間を設ける

強化策や、巡回連絡協議会、ローカルセミナー、安全なまちづくりフェア、地域防犯コンテスト

など、地域社会や地方行政機関と一体となった市民警察活動が実施されている。

ブ カ シ 署 の 2012 年 度 予 算 は、 メ ト ロ・ ブ カ シ 署 95,411,955,000 ル ピ ア、 ブ カ シ 県 署

87,755,140,000 ルピアであり、フェーズ２開始時の 2007 年度と比べ、メトロ・ブカシ署で 78％、

ブカシ県署では２倍の伸びを示している。人員面ではメトロ・ブカシ署及び同管轄下 8 分署全

体で 1,543 名、ブカシ県署及び同管轄下 17 分署全体で 1,559 名である。このうち、前者における

BKPM には 7 か所 73 名（POLPOS は 7 か所 118 名）、後者の BKPM には 8 か所 48 名（POLPOS
は 7 か所 83 名）が配置されている（2011 年ベース）。BKPM の人員については、当初、一律 15
名（3 交代 24 時間勤務体制）でスタートしているが、その後ブカシ署全体の業務量や地域の実

情に応じて調整（減員）されているものが多い。

成果２
ブカシ警察署において、市民警察化に向けた現場（BKPM/POLPOS など）での警察

活動の機能が改善される。

指　標

2-1  ブカシ警察署において、現場鑑識臨場数が増え、対照可能な指紋採取ができた件

数が増加する。

2-2  鑑識係員が高度な現場鑑識の技術を習得・活用する。

2-3  現場（BKPM/POLPOS など）において、巡回連絡活動や相談受理などを含む各種

取扱いが実施される。

2-4  ブカシ警察署における教育訓練（POLMAS、現場鑑識、通信指令など）が実施さ

れる。（実施回数）

本プロジェクトの柱である現場での市民警察活動（現場鑑識、BKPM/POLPOS 活動及び通信指

令を含む教育訓練）に係る成果は以下のとおりである。
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（１）現場鑑識

現場鑑識臨場数は、両署あわせた 2011 年実績で 1,384 回、対照可能な指紋採取は 365 件で

あり、年ごとの増減はあるものの臨場数は増加している。また、鑑識分野の教養は 70 回、

延べ 1,064 名に対して実施され、鑑識技術検定では、インストラクター級 9 名（指紋鑑識 7
名、写真鑑識 2 名）、A 級 20 名（指紋 15 名、写真 5 名）、B 級 89 名（指紋 79 名、写真 10 名）

が合格している。このうち、メトロ・ブカシ署のインストラクター（指紋 2 名、写真 1 名）

は高度な鑑識技術を習得しており、研修での講師や他の警察署からの求めに応じて指導役を

務めるなど、インドネシアにおける鑑識の第一人者となっている。また、鑑識課員のみで現

場鑑識活動を行い、鑑定書を作成のうえ、証拠資料として検察庁に送致した事例（2 件）も

出始めている。通常、鑑識は本署鑑識課が中心的な役割を果たすが、事件事故にあたって最

初に対応する分署レベルでは、捜査員のためのマニュアルを作成し、現場保存等について訓

練を行っている。なお、鑑識に必要な機材、消耗品については現地調達が可能であるが、必

要物品に関してはジャカルタ警視庁が要望を取りまとめ国家警察本部に申請する方式がとら

れている。ただし、予算的制限から必ずしも要望が十分認められる状況にはない。

（２）BKPM
メトロ・ブカシ署管轄 7 分署、ブカシ県署管轄 8 分署のもとに、合計 15 か所の BKPM が

設置され（POLPOS はそれぞれ 7 分署 14 か所）、これらを拠点に現場勤務員による巡回連絡

等市民警察活動についての実践が行われている。プロジェクトが開発した BKPM マニュア

ルや巡回連絡付属テキストを活用して OJT が実施され、業務管理システムによって現場の

実情や活動状況、問題点が分署、本署で共有されつつあり、部署間の報告連絡体制にも役立っ

ている。このような活動を通じて、BKPM 勤務員の自発的な行動も促進されつつあり、優良

事例が多く報告されるようになった。成果指標の一つである相談受理件数についても、2008
年には 111 件であったものが、2011 年には 425 件に増加している。他方、通信指令について

は、メトロ・ブカシ署では通信指令室による無線システムが運用されているが、無線通話は

主としてパトカーやバビンからの事務連絡が多く、本来、活用すべき緊急事案等への組織的

な対応への活用度は低い。これは従来から指摘されているように、地域の問題は地域で解決

する習慣が根強いことや、市民の側にも物事を大きくしたくないという意向が強く、現場警

察官との間で携帯電話による個人レベルの連絡がなされることが多いことも背景にある。な

お、112 番（日本の 110 番）は通信システム上の問題が多く、上記文化的背景とあわせ本来

期待されているほどには機能していない。

（３）教育訓練

ブカシ署現場警察官を主な対象とした POLMAS 及び鑑識に関する研修は、それぞれ 202 回、

224 回実施されており、両分野に対する知識、技能、実務の向上に大きく貢献したと考えら

れる。フェーズ 2 では、これらの研修に加えて、ブカシ署を研修の場とした国内研修を本格

的に開始し、他の警察署や警察士官学校、POLMAS 初任科生をも対象に合計 13 回（参加者

合計 722 名）の国内研修を実施しており、カウンターパートをはじめブカシ署関係者が講師

を務めている。
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成果３ 地域住民や地方行政機関との良好な関係（パートナーシップ）が構築される。

指　標
3-1 広報・啓発活動の実施回数が増加する。

3-2 FKPM 会合、参加者セミナー、ワークショップなどの実施回数が増える。

これまで合計 1,521 回に上る警察・市民パートナーシップフォーラム（交番運営委員会）（Forum 
Kemitraan Polisidan Masyarakat（Police-Community Partnership Forum：FKPM）会合の開催、地方行

政機関や住民を交えたローカルセミナーの開催、機関誌による広報活動、自警組織等と連携した

地域防犯活動等、地域住民との関係構築に向けた多様な取り組みが実施されている。警察におけ

る住民からの相談受理件数が大きく増加していることからも、住民、警察官双方の理解が深まり

つつあると考えられる（実績は付属資料 3 の Annex 2：Achievement Grid）。地域住民からは、従来、

事件事故が起きた場合には離れた分署に出向く必要があったが、身近に BKPM が設置されたこ

とにより利便性や防犯意識が高まったこと、地域の防犯活動に一緒に取り組むようになったとい

う声が聞かれた。

成果４
プログラム内の連携を図り、市民警察化に向けた警察活動に関連した研修体制が整

備・改善される。

指　標
4-1 研修参加者による研修内容が高い評価を得る。

4-2 技術指導者の活用度が増加する。

フェーズ 2 期間において、POLMAS 及び現場鑑識に係る国内研修が 13 回（POLMAS 9 回 667
人参加、鑑識 4 回 86 人参加）実施された。同研修では、ジャカルタ警視庁（市民指導課長や分

署長等）やバリ州警察、警察士官学校、及び初任科学校（Sekolah Polisi Negara（National Police 
School）：SPN）6 の POLMAS 初任科生等も対象に、ブカシでの現場実習を活かした研修が行われ

た。これらの研修に加え、鑑識については、国家警察本部の依頼を受けて全国鑑識係員を対象

とした刑事学校での講義（出張教養）が 9 回実施（参加者合計 221 名）され、POLMAS につい

ては SPN の POLMAS 担当官を対象に 3 回の出張教養が実施されている。これら研修・教養で

は、ブカシ署幹部や分署長、BKPM 勤務員、FKPM 代表者が講師やファシリテーターを務めてい

る。特に鑑識については、通算 187 回実施された技術指導のうち、79 回についてプロジェクト

が認定したインストラクターが活用されている。なかでも、メトロ・ブカシ署鑑識課のカウン

ターパートは国内随一の技術レベルにあると評されている。また、研修教材として、プロジェ

クトが開発した市民警察活動に関するマニュアル、テキスト、ハンドブック、DVD が活用され

ている。とりわけ、BKPM/POLPOS マニュアルは、ジャカルタ警視庁作成の POLMAS 担当官マ

ニュアルに反映されており、教育総局の POLMAS 指導要領としても採用されている。国内研修

では、現場での活動体験や BKPM 勤務員等との意見交換も盛り込まれており、参加者からは総

じて高い評価が与えられている。特に、リド SPN に対する POLMAS 研修では、参加者の 9 割が

POLMAS 活動を理解できるようになったと回答している。このような国内研修や教養訓練を通

じて、ブカシ署は研修実施機関としての経験を積み、また FKPM を含めたプロジェクト関係者

は講師としての経験を重ね、日本人専門家の指導がなくとも研修の運営が可能となっていること

6
　1 期 2,000 人、1 年間の警察官初任科学校。全国に 29 校ある。
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から、作成教材とあわせて研修体制はおおむね整ったものと考えられる。なお、「警察改革プロ

グラム」における他のコンポーネントとの関連では、帰国研修員（インドネシア警察サクラの会

Ikatan Sakura Indonesia（Indonesia Sakura Association）：ISI）の発意によってパダンやスラバヤに建

設された BKPM の勤務員研修やバリ州警察本部の研修をブカシで行うとともに、警察大学院大

学（Perguruan Tinggi Ilmu Kepolisian（Police Science College）：PTIK）の幹部候補生が実務を学ぶ場

としてブカシが活用されている。

２－３　プロジェクト目標の達成度

プロジェクト目標
「モデル警察署」であるブカシ警察署において、市民からの基本的信頼が

得られるための「市民警察活動」が強化される。

指　　標

1 ブカシ住民及び地方行政機関が、ブカシ警察署の警察活動の向上を認め

る。

2 ブカシ警察署において、「市民警察活動」に対する警察官の意識 / インセ

ンティブが高まる。

本プロジェクトのコンセプトの基本は「交番」にあり、一貫して地域社会との関わりを重点と

してきた。警察官に対する住民の不信感の払拭や警察官の意識の転換は容易な問題ではないが、

成果３に記したように様々な活動を通じて、徐々に双方での変化がみられた。FKPM が活発な地

域では、住民との定例会を通じて日常的な接触が密になり、地域の防犯活動に取り組むようになっ

たという声や、BKPM 建設に必要な土地の提供、BKPM/POLPOS を設置してほしいとする要望が

多く寄せられていることから、プロジェクトによる市民警察活動が地域に受け入れられ、徐々に

市民の信頼を得られるようになっていることがうかがえる。このような変化は、AC Nielsen によ

る世論調査によって順調に改善されてきたことが裏付けられてきた。しかしながら、今回の調査

では減退した結果がみられた。つまり、警察のパフォーマンスに対する評価に関して、行政機

関では高レベルで一定であるものの、ブカシ住民では中間レビュー段階での調査（2009 年 9 月）

と比べて今回調査（2011 年 1 月）は大きく減少している（「警察パフォーマンスの改善状況」に

ついては 74％から 59％に、「過去に警察と接したことがある住民の満足度は 65％から 51％に減

少）。その理由が何であるのかは調査されていないが、地域住民との関係構築はプロジェクトが

意を用いてきたところだけに、今後、その中身を明らかにしたうえで適切に対応していく必要が

あろう。

一方、ブカシ署員に対する意識調査 7 では、前回調査（2010 年）と比較して大きな差異はみら

れなかったものの、あるべき警察官の姿として「社会は市民が主役であり、警察は市民への奉仕

者、サポーターである」という回答や、めざす警察官像の設問では「市民から頼りにされる警察官」

を選択した警察官が大きく伸びていることから、意識のうえでも市民中心の考え方へ変わりつつ

あることがうかがえる。POLMAS を指導するメトロ・ブカシ署市民指導課長も、現場警察官は、

従来、上司からの指示がなければ動かないことが常態であったが、市民からの意思を汲み取りつ

つ、自ら行動するような姿もみられるようになったと、現場警察官の意識の変化に言及していた。

また、プロジェクトが全分署を対象に導入した業務管理システムは、POLMAS 担当官の業務実

7
　回答者数 3,136 人、回答率メトロ・ブカシ署 77.1％、ブカシ県署 68.7％
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施状況の管理を分署中心に行うものであり、このプロセスを通じて、好事例の抽出、機関誌によ

る紹介、優秀者の表彰等の信賞必罰を取り入れている。分署ごとの取り組みには濃淡がみられる

が、警察官の意識とインセンティブの向上に関する事例が複数確認されている。

既述のとおり、フェーズ 2 で設定した成果１から４に至る実績をもとに、ブカシ署は全国レベ

ルでの市民警察活動（POLMAS）の研修の場としての実績を積んでおり、プロジェクトによって

育成されたカウンターパートが講師やインストラクターを務めるようになったことや、ブカシ署

での活動に対して国家警察本部、行政機関、市民から一定の評価がなされていることから、体制

面、能力面においてブカシ署の市民警察活動は強化されたと判断でき、本プロジェクトで設定さ

れた目標は達成できる見込みである。

２－４　上位目標の達成見込み

上位目標
インドネシア各地の警察署と警察署員により、それぞれの地域特性に応じた適切

な市民警察活動が展開されるための実効力ある仕組み・体制が確立する。

指　標 1 「市民警察活動」に関する適切な施策が促進される。

ブカシ署における市民警察活動の成果を他地域に普及、展開していくには、国家警察本部によ

る組織的な取り組みが必須であり、プロジェクトとしては具体的な方法論を含めて政策面での支

援を強めていく必要がある。フェーズ 2 におけるブカシでの成果を受けて、国家警察本部のなか

にも、かかる認識が深まりつつあり、教育総局によってプロジェクト作成の BKPM マニュアル

が正規教本として採用されたり、刑事局では鑑識インストラクターを国家として認定し、マスター

トレーナーを育成していく方向で検討がなされている。プロジェクトに直接関連したこのような

動きをはじめ、下記のような政策的な動きもみられることから、これらのことも追い風に上位目

標への道筋をつけていく必要がある。

＜プロジェクト関連＞

（１）プロジェクト作成の BKPM のマニュアルは、上位組織であるジャカルタ警視庁が同管内

関係部署に POLMAS 担当者マニュアルとして通達した。（2008 年 5 月）

（２）プロジェクトが開発した BKPM/POLPOS マニュアル（巡回連絡、パトロールの手順）が、

PLOMAS 教養の指導要領としての正規教本として採用された。（2012 年 1 月）

（３）国家警察長官決定により、JICA 専門家は POLMAS コンサルタントとして指名された（2011
年 10 月）。これにより、国家警察の実施する POLMAS 教育訓練プログラムには専門家の政

策的関与が認められるようになった。

（４）鑑識分野での技能認定制度につき、国家技能認定庁の認可が下り次第、JICA が認定した

インストラクターに対する技能検定を行う。その際、JICA 専門家も試験官として加わって

ほしいとの意向が教育総局から示された（2012 年 1 月）。
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＜政策関連＞

（５）2010 年に国家警察本部の組織改革が行われ、従来、POLMAS 政策を担っていた市民指導

部は治安確立局の下にライン系として置かれ、分署に新たに市民指導係が設置されたことに

より、州警察本部―警察署―分署での POLMAS ラインが整った。また、分署長のランクも

一段格上げとなり、POLMAS 強化のための組織的な取り組みが強化された。

（６）2014 年を目標として、１村１警察官の配置に係る指示書が、国家警察本部治安確立局長

から全国州警察本部長宛発出された。ジャカルタ州警察本部については、既に住民とのパー

トナーシップの要件を満たしているブカシ県署をパイロットプロジェクト署とすると明記し

ている（2011 年 12 月）。
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第３章　評価結果

３－１　評価５項目による評価

評価５項目に基づき、プロジェクト評価を行った結果は以下のとおりである。（付属資料 3 の 
Annex 3 : Evaluation Grid 参照）

３－１－１　妥当性

本プロジェクトの妥当性は高い。

本プロジェクトは、スハルト体制崩壊後の民主化政策の一つとして打ち出された警察改革に

基づき、国家警察（INP）が政策として掲げる「国家警察基本戦略」ならびに「POLMAS 政策」

に沿って市民警察のあり方を実践するものである。同基本戦略では、現在、第 2 段階（2011-2015
年）の「関係者とのパートナーシップの構築」のステージにある。また、POLMAS 政策に関

しては、「POLMAS 振興 5 か年計画（2006-2010 年）」をはじめ、長官規則（2008 年）、長官決

定（2008 年）等の累次の指針が出されており、2010 年には POLMAS 強化に向けて組織改革が

実施され、2011 年には「１村１警察官の配置」が各州警察本部に指示されている。インドネ

シア政府の国家開発中期計画（2010-2014 年）における優先分野の一つに「安全・平和・統一

の実現」が挙げられており、開発政策においても警察の役割が言及されている。本プロジェク

トは、このようにインドネシアの国家政策に沿ったものであり、妥当性は極めて高い。

また、本プロジェクトはジャカルタ近郊のブカシ署を対象に、本署長から現場勤務員に至る

各レベルでの能力強化と組織としての機能強化に取り組み、市民警察活動に関する具体的な姿

（モデル）を体現することによって、幅広い人材育成に活かしていくアプローチをとっている。

インドネシア警察署幹部及び現場警察官（特に POLMAS 担当官）の POLMAS 活動に対する知

識と実践に係るニーズは大きく、アプローチの妥当性も認められる。

３－１－２　有効性

本プロジェクトの有効性は高い。

巡回連絡等を通じた地域住民へのアプローチ、地域社会とのセミナーやイベント、FKPM と

の会合など、住民・警察官双方において市民警察活動が理解され、円滑化している。プロジェ

クトが導入した業務管理手法が適切に運用されている分署では、市民指導係や分署長が活動の

実態を把握するようになり、現場警察官にとってはモチベーション向上につながっている。こ

のような実績と経験をもとにブカシ署は他の警察官に対する研修の場にもなっており、カウン

ターパートの知識、技術の向上のみならず、ブカシ署全体の機能強化にもつながっている。プ

ロジェクト目標は達成される見込みであり、各アウトプットは目標達成に貢献していることか

ら有効性は高い。ただし、通信指令については、無線機の維持管理体制に問題はみられないも

のの、警察業務への効果的な運用にはいまだ改善の余地がある。

３－１－３　効率性

本プロジェクトの投入はアウトプットの発現に効率的に転換されている。

フェーズ 2 では、分署へのアプローチを重視した様々な活動を行うことによりモデルとし
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ての基盤固めを行い、アウトプットの発現を促進した。また、カウンターパートをはじめ、

BKPM 勤務員、FKPM 関係者等を国内研修等の人的リソースとして活用していることは、ブカ

シ署の機能強化という点でアウトプットに貢献している。専門家派遣のタイミングや期間等に

ついては特段の問題はなく、帰国研修員（ISI）やバリ州警察本部、PTIK 学生への支援を行う

などプログラム内での連携も図られており、全体としてプロジェクトの効果発現に貢献してい

る。

３－１－４　インパクト

上位目標につながる以下のようなインパクトがみられており、上位目標の達成に向けた仕組

みや制度の整備が進められている。

（１）BKPM マニュアルがジャカルタ警視庁に採用され、警視総監名でジャカルタ警視庁管内

の関係部署に通達が出された。

（２）帰国研修員（ISI）のイニシアティブにより、パダンとスマトラに BKPM が建設された 
（前者は JICA によるフォローアップ予算を活用し、後者は帰国研修員の経費負担による）。

また、プロジェクトやプログラムの成果を普及させるためのセミナーも ISI により開催さ

れている。

（３）専門家が国家警察本部によって POLMAS コンサルタントとして指名され、教育訓練プ

ログラムや教育総局傘下の全機関に対し、助言指導する権限が与えられた。

（３）国家警察本部が、国としての鑑定技能検定制度に向けて動き出した。

（４）国家警察本部が、１村１警察官政策を各州警察本部に指示した。

３－１－５　持続性

市民警察活動に関する知識、技術、経験は、ブカシ署幹部や現場警察官のなかに根付いており、

メトロ・ブカシ署署長自身も「活動を継続させることが自分の責任」と明確にコミットするな

ど、活動の継続に強い意欲と責任感を示していることから、ブカシ署における持続性は一定程

度見込める。しかしながら、ブカシでの活動が継続し、他の警察署や警察官育成のモデルとし

て持続し続けるためには、国家警察本部による組織的な対応が必要である。さらに言えば、ブ

カシ署の役割は市民警察活動のモデルを示すことにあることから、持続性は国家警察としての

施策や活動と関連付けられなければ、ブカシ署のみの自立を論じても意味がない。プロジェク

トが導入したブカシでの活動、手法、制度が、国家警察本部によって本来業務として位置づけ

られ、国の制度として認められる、あるいは政策にフィードバックされることによってブカシ

の自立性が高まり、同時に、全国展開への基盤が強化されるものと思われる。
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３－２　結　論

フェーズ 2 を通じてプロジェクトが取り組んできた市民警察活動の現場での強化、地域住民と

の信頼関係の構築という点で進捗がみられ、ブカシ署が他の警察官の研修の場としても機能して

いることから、ブカシ署における市民警察活動のモデルはほぼ完成したと判断できる。
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第４章　提言と教訓

４－１　提　言

フェーズ 2 で発現したプロジェクトでの成果を、ブカシ署が自発的に発展させ、同時に全国レ

ベルに発展させていくためには、一警察署の枠を越えた課題もあることから、次の項目について

の検討を国家警察本部に提言した。すなわち、業務管理システムの組織的な導入、鑑識技術検定

の国家レベルでの制度化及びインセンティブとしての技術手当の創出、プロジェクト作成のマ

ニュアル、教材の公式採用 8、POLMAS 実践の場としてブカシ署の活用（教育総局等の研修プログ

ラムへの組み入れ）である。また、警察分野の帰国研修員で構成される ISI メンバーは市民警察

活動の理解者であり、将来を嘱望される人材でもあることから、モデルの普及展開にあたっては、

全国各地に配置されている彼らとの連携をより強化していくべきであろう。一方、従来、モデル

づくりはブカシ都市部を中心に実施してきたが、全国展開という観点からは、地方の実情を加味

した普及可能なモデルをも検討していく必要がある。一例として、プロジェクトでは、広大な農

村地域を抱えるブカシ県署ではバビン 9 による「駐在所型 BKPM」を試行している。都市型（24
時間三交代制）に比べて１名体制の BKPM であるが、農村部では現実的な普及モデルと考えられ、

2011 年末に国家警察本部が打ち出した「１村１警察官」構想を支援するうえでも有効な形態と

考えられる。なお、IOM は POLMAS 担当官育成のための TOT（マスタートレーナーの育成）を

実施していることから、IOM との連携強化も効果的と思われる。

４－２　教　訓

国家警察関係者から、ときとして出される意見に、「機材・装備、日本の技術が整ったブカシ

署での活動は成功をおさめている。次は別の地域で同じプロジェクトをやってくれないか」とい

うものや「ブカシは日本がつくったモデルであり、多様な文化、習慣を有するインドネシアでは

ブカシモデルの適用は困難」というものがある。次の展開を考えるとき、プロジェクトの本質が

十分に理解されていることが不可欠なことから、次のような点に留意したい。

（１）現場と本部をつなぐメカニズムの構築

本プロジェクトでは、カウンターパートは国家警察本部ではなくブカシ署であり、施策を

担う国家警察本部へのフィードバックは、より大きな枠組みである「国家警察改革支援プロ

グラム」のなかで実施されることになっている。したがって、プログラムの基本構想上、持

続性や上位目標達成の項で述べた課題は、本来、本プロジェクト自体の課題ではない。しか

しながら、このようなメカニズムでは現場と本部の間にラグやギャップが生じやすいことも

あり、もっと直接的に、本部と実施上の課題や成果を共有できるメカニズムを本プロジェク

トに組み込んでおいたほうが、より効率的ではなかったかと考えられる。

（２）政策支援としての位置づけ

本プロジェクトは、日本型の市民警察活動を基本にしてきたことから、一般に日本のプロ

8
　 教育総局とは教育訓練、国内研修を通じて全国展開への協力関係が築かれつつあり、BKPM/POLPOS マニュアルも POLMAS 指

導要領として採用されている。（再掲）
9
　Bhabinkamtibmas。村（クルラハン）を単位とした活動を行う制服警察官。
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ジェクトとしてのイメージが強い。フェーズ 2 では、既にインドネシア国家警察の方針とし

て POLMAS が打ち出されていたことから、実際の活動内容は同じでも POLMAS 政策を支援

するものという位置づけを明確にしたほうが、オーナーシップを引き出すうえでも有効では

なかったか思われる。
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５章　団長所感（今後に向けて）

本プロジェクトの中間レビューにおいて、後半部分での取り組みに係る留意点として以下の点

を挙げている。いずれもプロジェクト前半での実績を踏まえて、ブカシ署での活動の定着と全国

展開をめざして提言したものであり、①警察無線の配備と活用、②鑑識技術の普及と体制作り

（検定制度の正式化）、③分署機能強化のための業績評価の導入と継続的教養の実施、④メトロ・

ブカシ署とブカシ県署の活動差に対する対応、⑤ POLMAS 普及のためのジャカルタ警視庁市民

指導課との連携、⑥本邦研修や警察教育機関との連携、の６点である。これらに関するその後の

進捗は、要約すれば、①慣習上、システム上の問題もあり、効果的活用には依然課題が多い、②

国家技能検定庁の認可を得るべく動き出した、③業務管理システムを通じて分署強化に努めてい

る、④ブカシ県署に業務管理システムを早期導入したことにより両署の差は縮小。地域特性を踏

まえ、メトロ・ブカシ署は交番型、ブカシ県署は主に駐在所型に整理、⑤組織改革により市民指

導部は治安確立局のもとに置かれ、国家警察本部から分署の市民指導係までの POLMAS ライン

ができた、⑥国家警察本部教育総局との連携が深まり、POLMAS 初任科研修等を実施する、で

ある。

通信指令を除けば、この 2 年間にプロジェクトを取り巻く環境の変化とともにプロジェクトの

順調な進捗がみられた。これらをより強化していくために、今後、取り組むべき課題は 2 つ、ブ

カシでの活動定着と全国展開への方法論である。そのためにはブカシ署での活動を、POLMAS
を支援するものとして明確に位置づけること、ブカシの成果を国家警察の組織・制度や教育訓練

プログラムに組み込んでいくこと、現場を担うブカシと政策を担う国家警察本部とをつなぐメカ

ニズムを確立すること、そして、インドネシア側のオーナーシップを引き出し、徐々に彼ら主導

の活動に転換していくことである。

ブカシでの経験を活かした政策支援という観点からは、国家警察本部が 2011 年 12 月に通達し

た「１村１警察官」への対応が挙げられる。同通達は、2014 年までに全国各村に１名の警察官

の配置をめざしたものであり、その背景の一つには、依然、頻発する地方での暴動や最近顕著と

なってきた労働争議に対する警察力への期待がある。国家警察は、安定した経済成長のためには

日常の情報収集を通じて紛争を未然に防止する必要があるとしており、１村１警察官はその具体

策の一つであることがうかがえる。他方で、地域社会に警察官が受け入れられるかどうかという

懸念やいかに住民との信頼関係を築いていくのかという点が課題としている。地域住民や FKPM
との関係構築については、プロジェクトが最も注力してきたところであり、ブカシ署では過去

10 年にわたる実績と経験を有している。ブカシを訓練の場としてこの政策課題に協力していく

ことは全国展開という点でも有効な方法と思われ、その際 ISI メンバー（帰国研修員）との連携

を図ればより効果的と思われる。

なお、本プロジェクトの後継案件については、既に日本政府に実施要請がなされており、本件

調査団派遣と同時期には BAPPENAS 副長官もブカシを視察している。次期プロジェクトにあたっ

ては、上述の点を念頭に、国家警察本部及びブカシ署が POLMAS を実践できる人材を自立的、

継続的に育成できる枠組みを設定し、それを可能とする有力なカウンターパートを国家警察本部

に求めることが必要であろう。



付　属　資　料

１．日程表

２．主要面談者リスト

３．ミニッツ（M/M）

４．インドネシア国家警察組織図

５．メトロ・ブカシ警察署組織図

６．ブカシ県警察署組織図

７．分署データ

８．BKPM データ

９．現地国内研修実施一覧

10．出張教養実施一覧

11．教育訓練機関等からの視察受入れ状況一覧

12．教材一覧

13．携帯無線機配置表

14．署員アンケート票及び集計結果

15．POLMAS 活動好事例



2012 年 1 月 23 日～ 2 月 17 日まで。

日付 総括 警察協力 評価企画

1 月 23 日 月
12：00 成田発（GA885） 
18：00 ジャカルタ着

12：00 成田発（GA885） 
18：00 ジャカルタ着

1 月 24 日 火
JICA 事務所、専門家との打合せ、

国家警察本部訪問

JICA 事務所、専門家との打

合せ、国家警察本部訪問

1 月 25 日 水 メトロ・ブカシ署での調査 メトロ・ブカシ署での調査

1 月 26 日 木 ブカシ県署での調査 ブカシ県署での調査

1 月 27 日 金
ジャカルタ→バリ 
バリでの調査

関係者インタビュー 
23：30 ジャカルタ発（GA884）

1 月 28 日 土 バリでの調査 09：00 成田着

1 月 29 日 日
00：50 デンパサール発（GA880） 
08：50 成田着

1 月 30 日 月

国内作業：ミニッツ案作成～

2 月 11 日 土

2 月 12 日 日
11：20 成田発（JL725） 
17：20 ジャカルタ着

2 月 13 日 月

JICA 事務所、専門家との打合せ 
評価報告書案にかかる団内検討 
BAPPENAS との意見交換

2 月 14 日 火 ミニッツ案にかかる国家警察本部予算計画局との協議

2 月 15 日 水
国家警察上級幹部ワーキンググループ 
JICA 事務所報告

2 月 16 日 木
BAPPENAS、大使館報告 
22：05 ジャカルタ発（JL726）

2 月 17 日 金 07：15 成田着
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１．調査日程表



１．インドネシア国家警察本部

Oegroseno 教育訓練総局長

Pudjianto 計画開発担当次長

Bambang Suparno 治安確立局副局長

Ahmad Hidayat 刑事局オペレーション部長

Hari 刑事局計画部長

Suharudjito 予算計画局戦略政策担当部長

Bekti Suhartono 刑事局鑑識課長

２．ジャカルタ警視庁

Nyoman Darma 鑑識課長

３．メトロ・ブカシ警察署

Drs. Priyo Widyaanto 署長

Lukas Akbar Abriari 副署長

Sri 市民指導課長

Budianto 鑑識係長

Faridah POLPOS ペカヨン長

Wijoyo Suparto BKPM クランジ勤務員

Noas POLPOS ペカヨン FKPM 長

４．西ジャカルタ警察署

Setija Junianta 署長（前ブカシ県警察署長）

５．南ジャカルタ警察署

Imam Sugianto 署長（前メトロ・ブカシ警察署長）

Yossie オペレーション課長（国特 3 期）

Dri Hastuti 市民指導課長

Museni 公安課長

Heridian Dwiharto 刑事副課長（国特４期）

Aswin 広報係長　

６．バリ州警察本部

I Ketut Untung Yoga 副本部長

I Nyoman Sukena 特別警備対策部副部長

Nyoman Kertiasih 特別警備対策部観光警察課第一係長

Ida Putu Suastika 特別警備対策部観光警察課第二係長

Hariadi 広報部長

Mahendra Jaya 予算計画部長

I Gede Reseken 予算計画部運営戦略課長
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２．主要面談者リスト



７．在インドネシア日本大使館

牛尾　滋 公使

長坂　泰宏　一等書記官

中西　章 一等書記官

８． JICA 専門家

山﨑　裕人　専門家（国家警察長官アドバイザー兼プログラムマネージャー）

大原　光博　専門家（POLMAS 活動強化）

竹迫　宜哉　専門家（POLMAS 活動強化）

安齋　俊哉　専門家（研修計画／プログラム調整）

市民警察活動促進プロジェクト（フェーズ２）

折戸　誠 専門家（組織運営／プロジェクトリーダー）

佐々木良明　専門家（現場警察活動（1）／サブリーダー）

畠　秀司 専門家（現場警察活動（2））
佐藤　政美 専門家（現場鑑識）

佐藤　孝敏 専門家（現場警察活動（3））
宮崎　正 専門家（業務調整）

バリ島、安心なまちづくりプロジェクト

小林　淳一　専門家（バリ市民警察活動推進（観光警察））

９．JICA 事務所

小原　基文 所長

多田　知幸 次長

宮田　尚亮 所員

Reisky Maulana 所員
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３．ミニッツ（M/M）
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